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　As 　fbr　the 丘re　rate （the　number 　of 　fire　matters 　of 　the　pepulation　of 　arouncl 　lOOOO 　people）by　aU 血 e　prefヒctures 　in

2003，maximums 　were 　6．90fYamanashi　Prefecture，　and 　minima 　were 　2，8　of 　Toyama　Prefecture　as　to　it，　And，　as　fbr
Tokyo 　as 　well ，　a　big　gap 　is　formed　in　the　frre　rate 　by 出 e　ward 　cities 　by　the　area ．　The 　fact　1ike血is　makes 　it　gu 。 ss

that血e　occurrence 　ofthe 　fire　is　ilfluenced　by　the　character 　of 　that　area．　This　research 　explained 　the　character 　of

血 earea 　concerned 　with 血e　fire　occurrence 　by　rnultipl ¢ regression 　analysis ，　principal　oomponent 　analysis ．　And，01is
resUlt　contributes 　to　the　foundatien　materials 　of 血e 丗 epower 　arrangeme 乢 血e   provement 血 the　fire　prevention，
regional 　disaster　preparedness，

　and 　so　on ．
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1 ．研究の背景と目的

（1）研 究の 背景

　消 防白書
L〕
に よる と，平成 14 年中の 都道 府県別 の 出火 率 （人

口 1万人 あた りの 出火件数）は，全国平均 で 5．0 であるの に対

し，最高で山梨県の 6．9，最低で 富山県の 2．8 とな っ て い る．ま

た，同年の東京におい て も 23 区別に同 じく出火率を求め ると，
都心 3 区を除い た場 合，最高で は台東区の 6．3，最低で は世円谷

区の 2．1 となっ てお り，火災の発生は地域によ っ て大きな格差

が生 じて い る．

　
一
般的に は，火災の 発生を防ぐため に は，火の 取り扱い に注

意す るこ とや ， 放火を され ない 環 境づ くりを心掛け るな ど，
一

人ひ とりの 防火 ・
防災の 意識 が重要 で ある とい われて い る．火

災の 発生 が 個人 の 防火 ・防災意識 の 問題 で あるの な ら出火率 は

確 率論的に
一
律 に な っ て もお か し くない と思わ れ るが，この よ

うに都道府県別 で見て も，東 京の 区市町村 別で 見て も，出火率

が地 域に よっ て 大き く異 なっ て い る．
　こ うした 現実を捉えると，火災の 発 生は各個人の 防火 ・防災

意識の 他 に，その 地 域全体が持つ 特 陸に よっ て も大 きく左右 さ

れる ので は ないか と考え られ る．

（2）本研究の位置づ け

　これまで，火災 と地域特性 との 関係性 につ い ての 研穿
3蘭 は

幾っ か行われ，多大な成果を挙げて きた．ただ し，これらの既

存研究は，地 域の 単位 を区市鮴 †とした もの ，用途地域 とした

もの ，ま た は独 自に ゾーニ ン グ した もの な どが多く，「ま ち」 の

基本単位 とな る町丁 目
6）
を地域 の 単位 として扱 う研究は ほとん

ど見 られ なか っ た．さらに，失火 と放火 とで は 出火機構は ま っ

た く異なる もの で ある が，それ らを分別 して 地域全体の 特陸と

の 関連を論 じた 研究もない よ うで ある
T）．

　自分 の 住むまちの 特性 を理解し，その 特 睦が火 災の 発生 に対

して どの よ うな危 険性 が あ るの か を正 しく理 解す る こ とは，大

変重要なこ とである と思われ る．も し，町丁 目とい うコ ミュ ニ

テ ィ レベ ル で火災発 生に 関わ る地域特 性が明 らか に なれば，そ

の 結果は．ま ちぐるみの 防火 ・防災体制の 構築に，ま た，具体

的な消防活動対策や火災予防の 基 礎資料 として 大き く寄与す る

もの と考え られる．

（3）研究の 目的

　本研究は，平時の 火 災発生状況に焦点を当て ，地域の 防火 ・

防災体制の 構築や消防活動対 策等に 資する ために，東京 ・板橋

区をケース ス タデ ィ 地 威として ，  まず 都道府県別，東京の 区

市町 村別 の 火災の 発 生状況
・地域差を概観 し，  次 に板橋 区 の

町 丁目別の 火災発生状況 ・地 域差を確 認 し，  火災の 発生に関

係が ある と思われ る諸データを町 丁 目単位で収集 ・整理 し， 

各種分析手法を用い て 火災の 発生に係わ る地域特性 を明 らか に

す る こ とを 目的 とす る．

（4）対象 とする火災

　火災の 翻 ljは，「建吻
・
車両

・
船舶

・
航空機

・
林野

・
そ の 他」

の 6 種類に分類され るが，本研究は火災発生に関係す る地域特

性を解明する こ とを大きな 目的の
一

っ と して い る こ とから，地

域 臓を図るためにはそ こ に定着 して い るもの を扱 うこ とが望 ま

しい と考えた こ とか ら．「建物火 災」 の み を対 象 とす る こ と と し

た．
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2．全国及び東京の火災発生状況

（1）都道府県別の出火率

　消防 白書で は出火率 （人 口 1万人 あた りの 出火件数）に よ り

都道府県の 違い を見て い るが，火災が発生 しやすい 地域性，発

生 しに くい 地 域陸を比較す るに は 出火率 を用い て地 域差を見 る

こ とが 妥当で あると思わ れる．

　図 1 を見る と，常に 出火率が高い 自治体，常に低い 自治体が

決まっ て い るこ とが 分か る．全体的には，北関東周辺，東京，
山梨，中部，中国の

一
部，鹿児島な どで 出火率が高く，北陸，

京都，沖縄な どは 出火率が低い 傾向に ある．なお，富 山県は 平

成 5年以 降，ll年連続 して 出火率が最も低 い との結果も出て

い る．

　これ らの こ とから，地域の単位を都道府県として捉える と，
火災が 発生 しや すい 地域は概ね 決まっ て お り，また， 火災が 発

生 しに くい地 域も概ね決まっ て い る現実が ある とい える．この

よ うに 地 域に よ っ て火災の 発生 状況が異 なるの は
， 何 らか の 地

域特性が 係わ っ て い る可 能性が あ る と思 われ る．
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　　　 図 1　都道府県別 出火率

  東京 にお け る火災の 発 生状況
a）

東京 にお ける建物火災 の 発生状況
S
にっ い ても地域 差を出火

率で 見 る こ ととした．なお，区市町村 単位で 見 る場合 に は，区

市町村それぞれ昼夜間で 人 口 の 変動が大きくな るこ とを考慮し、
昼間人 口を考慮 した出火率 （昼夜間人 口平均 1万人 あた りの 出

火件数）を求め た，

　図 2〜図 4 ，表 1 を見 る と，区市町 村ごとの 出火率は毎年同

じよ うな推移を辿 っ て お り，そして 出火率 の 高い 地域，低い 地

域 はほ ぼ決まっ て い る．図 2〜図 4 で，東京都にお ける 出火率

の 高低 に関す る分布を 見 る と，23 区東部地 域の 出火率が 高い

の が分 かる．また ， その 他の 23区周辺 部は全体 として 平均的

な 出火率で あ る．一方，平成 12 年 の 山間部の 出火率 は特異な

事例であ っ た と考える とす ると，都心部や 多摩西部地域は出火

率がおお む ね低い 状態 に ある．東 京都全体 の大 きな傾向 と して

は，南部 よ り北部，西部 よ り東部地域の 方が 出火率が高い 状温

にあ る とい える．
　 こ の よ うに，区市町村を地域の 単位 として，東京にお ける地

域別の火災発生状況 を見 る と，火災が発生 しやすい 地域は概ね

決 ま っ て お り，また，火 災が発生 しに くい 地域 も概ね決ま っ て

い る現実がある とい える．

図2　 区市町 村別出火率 （平成 12年）

図 3 　区市町村別出火率 （平成 13年）

図 4　 区市町村 別出火率 （平成 14年）

　　　表 1　 区市町村別
 
出火率

（昼夜間人 ロ平均 1万 人あた りの 出火件数）

区 市 町　　平成12年　 平成 L3 年　 平成 14 牢　区 市 町　　 平戍 L2年　 平成 【3年　 平成 14年

干 代 田 15151 ．2 三 3ρ 272 ．7
中　央 142 β 口 幵　梅 321727

港 2．6252 ．D 府 　 中 　 r12 ．422z6
宿 3ρ 323s 昭　 島　

．
30a232

文　京 252 ．5Z1 布 2．3a ‘ 呂 2

台　東 393642 町 　 田 2323  

畢 　田　 区 414454 小 金 井 2121Z1

江　東 3．74 ．Da7 小　 平　「 2．4z525
品　川　 x29S1 跚 11　 野 a131s ．6
口　 里 2839 ≧6 乗 村 山 市 282425

大　 田　 × 3．4a12 β 国 分 寺 3．13 ．22 ．7
肚 田 谷 z7 踊 22 国　 立 邸 3326

農　谷 z93 ．12 ．5 福　 主　 市 ％ 2．53 ．ヰ
卞　野 ao3 』 35 狛　 江　「」 踟 3．92 ．5
杉 　 並 ao3 コ 37 朿 大 和 市 321422

豊　島　 乳 313433 清　 瀬　市 3β 22 皿

北 四 313E
一

蔵村山拍 35ao13

荒　川　
一

a．74 ．74 ．D 多　 摩 2．丁 z9a1

板　橋 3．43 ρ 3．1 羽　 村 1．5a31 、9
練 　 馬 2822Z4

一
き る 賢 14 ．3o ．81 』

足　 立 　 x4 ．24 ．44 ．5 酉 東 京 3．32 ．925
葛　飾　 篤 3939 篇 岡　 穂　 町 44301 β

江 戸 川 41433 β 囗 の 出 15．2z52 ◎

八 モ 子 30z3z5 檜　原 鼠 533OO

立　 川 Z4 師 34 奥 多 摩 4ヱ 1．41 ．4
武 蔵 野 市　　　 之6 鵠 25 平　　 　　　 　　 ao 　　 　 a1　 　　 2．9

3，板橋区 の 火災発生状況

本研究は板橋区をケー
ス ス タデ ィ とし，地域の 単位を町丁 目
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として，火災の 発生に係わ る地域特 性を明 らかにす るこ ととす

るが，本章で はその 前段 として、町 丁 目 ごとの火災の発 生状況

を確認 し，実際に町丁 目単位で も地域差が あるの か どうか を考

察 した，

  板橋区 の概 況

　板橋区は as 区の 北西部に位 置 し，134 町丁 目か ら構成され

て い る．面積は 3Z　17kreで 23区中9番 目の 大き さで あ り，南

東か ら北西に長い 地形で ある．また，平均海抜 3〔 前 後の 武蔵

野台地 と，荒川の 沖積低地で形成されて お り，おおむね首都高

速 5 号線 を境に北部が低地，南部が高 台 とな っ て い る．

表 2 　板橋 区の 概況S

項 目 数値 時点・期間 項 囗　　　　　 数値　　 時係
・
期間

面

人 口　〔住 民 豊 録 ｝

　 　 　 男

　 　 　 女

　 　 　セ馳r，8絹人

　 　 　｛
253，5駆 人　　　ト
2阯 237 人

1

認．且瀲   陣 成 L2個 0肌 卩

　 　 　 　 15．　 　1．　 1

　 　 　 　 16．　 1．　 1

　 　 　 　 L6．　 1、　 1

昼 　 　　 聞　 　 　 人　 　　 　 　　 　470、91r人　 　　匚2　 10．　 1

公 共 賃 貸 住 竃 　　　 蹴 御 戸 　　13年度 表

4 階 以 上 の建 築 物 　 　 　 　 5、24 融 　 　 　性 　 皿．3L
猶醐 蛍 怯身事副　 　　 　 a 冊 i件　　1岬

人 　 　 ロ　 　 密 臨   人 激  
116 ．　 　L　 1 刑 法 犯 認 却 件　　　 n 湘 1件　　14 甼

世　　　　帯 249 ．204 世帯 16．　　L　L 事　　 桑　　 所 　　　　 訟 駛嬉 業 所 　　ユよ　田．・
転 3既955人 L5年 昼 間 就 築 者　 　 鶤 10δ　 　 珍 LO．　L

転 皿 Bら人 L5年 常 　 住 　 就 　 梨 　 者 　 　 　   ，蹴 　 　 　1z　 lo、1

老 年 人 ロ　〔65 歳 以 上 ｝ s鼠託匚人 1臥　　L　1 生 　 活 　　保 　 護　　　　　　瓦9 鬻　　14 年度 雑

  建物火災発生状況

　図 5に 平成 5 年か ら平成 14年 に か けて の 板橋 区内で発生 し

た建物火災の 件数の 推移n を示 した．この 10年間で の建物火

災の総件数は 1，em 件で あ り，最も火災が 多い 年で 186件，最

も少 ない 年 で は 147件 で あ っ た．1 年平均で は約 160件 とな り，
単純に考えれ ば，ほ ぼ 2 目に 1件 とい う頻度で板橋区内の どこ

か で 建物火災が発生 して い るこ とに な る．

　また，板橋区 内の 建物火 災の うち，放火 （放火の 疑い も含

む）が原因に よる火災が 占める割合 につ い て は，こ の 10 年 間

で の
一
年平均 は 34％で ある．東京消防庁管内で の放火の割合

（平成 14年 中） が 3＆ 2％で あるこ とを考 える と，板橋 区内の

放火の発生率は平均的で ある とい っ て よい ．

建
物

200Isoi60140120

團 放 虱＝：：亟 − 墮匸コ

図 5　建物火災件数の 推移

13H ．1A

  町丁 目別 出火率の 算出e

　人 口や 世帯な どか ら出火率を算出 し，町丁 目ごとの 火 災発生

状況が異 な っ て い るか どうか を確認 した．
a）昼夜間人 ロ平均 1，000人あた り出火率

　こ こ で は，前章におい て 区市町村別 に求めた出火率 と同様 に，
昼 間人 口を考慮に入 れた出火率 （昼夜間人 口平均 1，　OOO人あた

り） を算出 した．

　結果を図6 に示 したが，区市駢 捌 だけで は なく町丁 目別 の

出火率 を見て も，出火率の 高低は異 なる傾向にあるこ とが分 か

る．なお，出火率が 4．0 以上 5．0 未満の 町丁 目は 42 町丁 目

（全 体 の約 31％） と最 も多く， また，平均 値は 33 ，最4値 は

O．O，最大値は 11．9 となっ て い る．

図6　町丁 目別に見た出火率 （昼夜間人ロ平均）

b）1，  世帯＋事業所あた り出火率

　本 研究で は火災件数を建物火災の みに絞 っ て い るこ とか ら，
出火 率の算出に あっ て は人口の みで は な く，世帯数や事業所数

も考 慮する必要が あ ると考 えた．そこ で こ こ で は世帯数 と事業

所数を足 し合わせ，1，00〕世帯十 事業所あた り出火率の 算定を

行 っ た．

　世帯数と事業所数で 求めた出火 率の 平均値は 6．5で，最小値

は O．O，最大値は 37．2 で あ っ た．なお，出火率 が 巳 O 以上 7．0

未満の 町 丁 目が最も 多く，n 町 丁 目 （全体の 約 22％）あ っ た．
　結 果をグラフ にした もの を図 7 に示 したが，こ の 指標 におい

て も火 災が 発 生 しや すい 町 丁 目 とそ うで は ない 町 丁 目が あ るこ

とが理解できる．

図 7　町丁目別 に見た出火率 （世帯・事業所〉

4 ．火災 発 生を規定す る要 因 の分析

本章 で は，地域 ご との 火災発生の 違い が 何に よ っ て 規定 され

て い る の か につ い て 検討 した．まず，国勢調査等の デー
タ を用

い て ，火 災の 発生に関係すると思われ る各指 標を仮説に基づ い

て 算出 し，次に，そ れ ら各指標 と火災 との 関係性につ い て 分析

を行 っ た．

（1）地域の各指標の算出

火 災の 発生に係 わ る地域特性 を検討 する前段 として，地域の

特性を表すと思われ る指漂を国勢調査等
Pt
のデ

ー
タか ら表3 の

とお り算 出 した，なお，分析過程に おい て長い 名称の 指標 につ

い て は 略称を用い る こ ととした．
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表 3 　用語の定義等
麟襯

傭 筍 式

馳 こ阻 ）る覦

　 G旨獺 1
初間 人 口 密度

伝 ロ 密度〕

ユk曲 た り瞰 問 人 ロ

夜間人 口 X 〔1／醐

昼冏人口 密度

〔人密
・
劉

1k威bたりの 昼間人口山一．L− ．．｝一一．糊L」L噛．一」」旧跏噛
昼間人 卩 x ご1／濺

1k莇 たりσ堀夜間平均人口」
人 口密度 ・世帯密度 の高レ耀 禦弍

一
般に災害の ポ

テ ンシャ ノレが高ま ることが考えられ るこ とか ら、同

槭 二山火危 険 も高まるもの と考え られる．
照

人口密度

醐 人密》

（（昼同人 口 ＋夜間人 冂 ）／
2｝×工1／而陶

ユk』あたりの 世帯数
世黼 漉

世帯数 x （1／耐 恥

事業所寧

世帯と撕 を足 し合わ 巨た 数

に 占め る黼 合

事業所数／世帯数 ＋事業所数

建物火災の約 6割は住宅
・共同庄宅等の住宅火災で

あることから，事業所率が高 い ほ ど出火率池砥 くな

ることが予想 される．
夜間人 ロ と昼間人ロの変動差　　　　　　噛「F 噛

昼夜間 人口指敏

　瞰 勣 昼閃人 口／夜 間人口

人の 移動ゐ轍 しい と こ ろ比 災害ポ テ ン シ ャル が高

まると考え られ る．隙 こ火災殖生の危険性 も高ま

ること恭想定され る．
人 囗 液圃人 囗 ）に 占め る 渺

人 ロ 〔0歳一H 耡 媚 1洽
年少人ロ比 聿

俾少比 鵲
年少人 口从 口

親が 子どもに火の 取 り扱い を注意させ る と思われ る

が，その こ と力曽吉果として家族全体副坊火裔識 の 高

撚 ：っ なが ることになる の で，年少人 目 比率が高い

ほど出火率がほ くな るこ とが于想 される．
生 産 人 口比 率

徃産比刷

人 冂 液聞人 冂 1に占める生産

年齢人口 価 歳噸 飆 の 笥洽

麟 入口 ／人 口

この tL玳は昼間酬 繝 帯に居住地域に い ない こ とが

多い ことから，生童人口比率が高い ほ ど出火剰 ま低

くなるこ とが予想される．

老年人 口比畢

爵 甲比 菊

人 冂 液間人 口 〕 に 占め る 老 年

人 口 価 關 の 害恰一一 齟一一一｝…一」
老年人 口 ／人口

古いタイプ 〔出火危険の高いタイブ）の火気器具を

匝用して い ると考えられるこ となどの 理由か ら，老

年 人口比率が高いほ ど出火 率が高くなる ことが予想

される、
人 口 に 占め る 男牲 人 口 の 副 含

男性比 率
男性人口 ／夜間人 口

火気器具を扱 勢躇 ま女性の方が多い と思あれる こ

とから，男性 の 比 率が高い と出火率力牴 くなる こ と

が予想され る．
老人 7 人世帯聿

　（老入
一
β

世帯に占める高齢者単身世帯の

笥暦

高齢者単身世帯／嫐

独居高齢者は 災害時に弱 い存在 として
一
般に考 えら

れ ることか ら，火災を発生させ るポテ ンシ ャ ルに っ

い ても同様に高くなるこ とが 予想され る，
世帯に 占め る

一
人 世鰄 台

一
人匝帯串

（
一
人闢

　　F 層1F 門卩F

一
人世帯敗／ 世帯数

一
騰 ま独身者で あるもの が多数を占め卩2〕代〜

鵠 代ゐ渤 ・もの と考えられ るが、その 出熾よ他の世

代 と比較 して防 火意 識が 低 い 傾向
日
にあ るこ とか

ら，一人世帯率が高い ほど出火率が高くなることが
｝
∫想される．

騰

しk災鷹 虹

腰 時 に お ける 地域危険度 の

「火災瀰 の 囎
地震時にお ける各種繊 度の 高い 地 磁よ 建 物 ・空

総合危鬪圭

醗 合羅

地震時における地域危険度 の

聴 合危繭 囎

聞構造上災 害に脆弱な地域であ ることから，一度火

災が発生すると被害が甚大なもの になる可能性が高

い その反作用として防火意勸 腐 まり，危険度が出火 危険筐

1団火磯

「地 震 賻 に お け る 出火黼 1
定職 昶 蠣

6

高レ服 ど平常時における出火率 は低くなるこ とが予
燃

鰍

「
地農時 に おげ る 延鞴 測

定調庵結果」 の 延瀰
． 想される．

⊥旭 こ占め る 建鼎 恰　噛 噛F
瞬

建物面積／」繍

建物が密になって い ると
一一度火災 力溌 生すると延焼

拡大等，周囲に多大な影響を及ぼすこ とか ら，防火

意識が高くな り，建坪率が高い ほど出火率が低くな

ることが予想 される．

碑

上 地 に 占め る 道路醐 洽　　一 一．…｝…一…｝
一 く上腫面 積

道路而嘖が大きいと貝通 しが良くなり，そのため放

火もされに くい と思おれる こ となどから，道路事が　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
高いほど出火率が 低くなることが予想される．

蠏

上地に占める劉 也耐黼
「
拾一… ．一一…隔 “…．一

地 蜥 積 ／ 上 地 耐 肓

空仁鰤 積が大き い と見通しが 良くなり，その ため放

火もされに くい と思才跏 る こ となどか ら，空⊥也率が

高い ほど出火率力牴 くなるこ とが予想される．

高層建物率

騰層罰

全世帯 に 占め る 6階建 て 以 上の

建鰡こ住む世帯の 黜舒　＿＿．静｝＿．｝＿＿＿1
6階以上の 建物 に 居庄する世帶

数／世帶数

高層建物の ほとんどは面bk建築物であるこ とから防

火性嶐が高い と思わ 鉱 それにイ寸髄 して 高層率力癌
い ほど出火率が低くなるこ とが予想される．

燬 建 物の 平均轍

平驪 數が高 い こ とは」耐燈 建物の 比勧 鴨 い こ

とが考え られ ることから，延 焼危険か憩 Ψ）と同様

にう平均階数 が 高瞬 ま ど出火率が低くなる こ とが予

想 される．

転入世帯皐

鰰

入 囗 液同人 m に 占める 5年

前 呼 成 7年〕の常住地が異な

る 人 ロ媚 1合

人 口 の 澗 眦が大きい と、そ の 上 L魯 の 愛着度も魯 ・
と思われるこ とか ら，転入率が高い ほ ど出火率オ稿

くなるこ とが予想される．ひ、日一「5年前の 常住堆応覡住

所 亅 の人 口） ／人 ロ

一
戸建 て 世帯率

　『建 て靭

世 翻 二占め る
一

戸 建 て 世 帯 の 餠

合−…＿＿…円P一＿閉1冖「｝…1
一
戸建て世帯数／世帯数

一
戸 建て住宅 地域 では近所つきあいが比灘 嬉接 で

あり，隣畑 こ迷惑を加 ナない 意識が生まれると考え

られ ることか ら，一戸建て 世帯率が高い ほど出火 率

が低くなることが了想される．

当鬮 艀

蠏

世帯に 占め る 甚 同位 宅 世帯の 創

合　　　一一一 ………
共匱驍 世術数／世帯数

共同住宅で｝麟 保聞での緲 っ きが比較的弱い た

翫 防火意識 もそれほ ど鴨成されない と思われるこ

とから，共 同住宅世帯率が高い ほど出火率が高くな

ることが予想される，
世帯に占め る詩ち家世鱒 洽持 ち家 世帯 率

鯖 ち家珊 待ち黝 ／踊

持ち家である と家を大事に するた ぬ 持ち家世帯率

力淌 M まど出蟀 が低くなるこ とが子想される、

公営 ・公団
・
公汢

　 住宅世帯

　 醗 爾

世帯に占める公営
・
公団
・
公祉

住宅世 帯の 費冶一一一一一一 一一一」
公営 ・公団

・
公社世帯数／世帯

数

収入が比輜 沙 ない ことによ り，防火等入 の隈沁 は

最優先とはならない ことなどが考えられる ことか

ら，公営世帯率が融 ・ほ ど出火 率が高くなる ことが

予想される ．

問借り 世帯率

個階り剰

世 照 二占め る 間 階り世帯囎 洽

　「＿一「＿11一一r．＿＿一
闘劼 世粥数 ／世帯数

それほど浴禰でない ことが考えら礼 居 ゴ甘 る人が

使用する 火気器具も出火危険 の 高い 古い タ イ プ の も

のである ことが 考えられる ことから，間借 り率が高

四 まど出火蕁那 高くなることが予想される．

（2）火災 と地域の各指標との関係性の検討

a）火災の 発生状況 を示 す指標

　火 災 に関す る指標 につ い て は，第 3 章におい て も示 した，
「昼 夜間人 口 平均」 と 「世帯数十事業所数」か ら得られた二 っ

の 出火率 を用い るこ とと した．ただ し，火 災の 原因が放 火 とそ

れ 以外の 場合とで は，同 じ火 災で も意味合い が異な る と考え る

と，　 「放火以 外」 と 「放火」 とで それぞれ 分けて 分析する必要

が あ る．
　そ こ で，さ らに原 因別 に分 け，計 四つ の 指標 を用意 しそ

れぞ れ便宜 的に 「失火率」，　 「放火率」 と呼称し分析する

こ ととした （図 8 ）．
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図 8　火災の 発生状況 を示す指標

b）火災 と地域指標 との相関関係

　表 3で 求めた 地域の 特性を表すと思われ る個々 の 指標が，火

災に どの よ うに影 響 して い るの かを探るため，各鯉 或指標 と失

火率 ・放火率との 間で相関を求めた （表4 ）．表 4 を見 る と，
全体的 に どの 指標 も失火率 ・放 火率に対す る相関係数はそれ ほ

ど高 くない が，有意な椙関関係にある指標がい くつ か ある こ と

が分 か っ た．

表4 　火災と各地域指標の相関係数
・…

　 　 　 　 　　 　 　 　　 　 放 火率

昼夜間人 口 平均　世帯数 ＋ 事業所数　昼夜間人 口 平均　世帯数＋事業所数

人 口密度 0．07 一G．30　＊＊ O、09 一〇．12
人密〔昼

一
〇．10 一G．09 0、03 o．05

平均人 密
一
〇．03 一

〇、21 零 0．07 一〇．03
世帯密度 O．12 一〇．26　 零＊ 0．09 一

〇．11
事業所 率 D．07 o．47 ＊＊ 0．07 O．亜3　ホ＊

昼夜流動
一
〇．oa o．46 ＊＊ 0．06 o．52 牌

平均年齢 0．13 一
〇．09 一〇．04 一D．13

年少 比率
一
｛〕．20　 零

一
〇．19　 零 o．oz 一

〇．LO
生産 比率 0．04 o．53 綿 o．03 0．29 　 ＊承

老年比率 0．12 一
〇．16 一

〇、07 一
〇．2L ‡

男性比率 一
〇．02 O．36　 躰 0．05 砿 39　 ＊＊

一
入 世率 0．！8　＊ Gヱ 4 輯 一〇、02 0、14

老入
一
人 0、22　 樗 一〇．09 0、02 一

〇．12
火災 順位 崇

一
〇．24　＊＊ G．08 o、16 0．2B 牀

総合 順位楽 一〇．22 　＊＊ O．08 0．五〇 o．22　艦＊
出 火危険 0．1正 一

〇．12 一
〇．02 一

〇．12
延焼危険 0．27 　＊＊

一
〇、08 一

〇．15 一
〇、27 騨

建坪率 鼎、14 ・　 0．20　岑 一〇，07 0．04
道路率

一
〇．05 一

〇．02 0．07 0．09
空地率 一

〇．22 辱＊ G．03 o．Ol o．07
高層 率

一
〇．24 　艸 一

〇．H 0．04 0．06
平均階数 一〇．10 一〇．37 林 a．24 ＊＊ 0．03
転入 率

一
〇．U o．07 o、Ol 012

戸建て率 0．14 一G．07 一
〇．23　＊審 刃 、32　＊帛

共住 率
一
〇．12 組 ．2L ＊ 0」 6 一

〇．03
持ち家率

一
〇．16 一

〇．2L ＊ 一
〇28 林 一

〇31 零＊
営団社率 一〇．08 ’ 一G．05 0．17 　＊ o．13
問倍り率 6．06 一〇．13 一〇」 G 一〇．19　寧

＊t 　　 　　 相関係数は 慨 水準で 有意 （両側 1
穿　　　 　　 相関係数は 騙 水準で有意 （両側♪

※ 「火 災順位」「総合順位1は火災危険度．総合危険度を順位尺度に 変更 し た た め ．順位が大
き い ほ ど 危 険度 が 低 く、逆 に 順 位 が小 さい ほ ど 危険度 が 高 くなる。

（3）重回帰分析に よ る火災 との 関係性の検討

　こ こ で は，各指 標が有す る火災への 影響の 度合い を探 るため

に，重 回帰分析 に よ り火 災 との 関係 陛の 検討を行っ た．なお，
多重 共線性 を避 けるた め，相 関がかな り強い 説明変数 はどちら

か 排除 して 分析する必 要 が ある た め，表 3 の 地 域指標間の 相 関

係 数 を確認 し，18 の 変数 を選定す るこ と とした （表 5 ）．ま

た，分析ツ
ー

ル として srSSIl．01Jを使用 し，重 回帰分析に あ

っ て はあ らか じめ具体的な仮説モ デル を設定せ ず，説明変数を
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探索しつ つ 回 帰式 を求 める ステ ッ プ ワイ ズ法を適用する こ とと

した．

　　　　　　表5 　重回帰分析に 用い る各指標
披驪 澂 　　　　　　　　　　　　　　　　　説明変數 08嫐

　　　　】　 昼冊 ロ 黝 L鵬 入あた り
失火率

i　　 嘶 世黼 あた り

i　 昼夜問岨 鞠 1，鵬 人 あ た り

世帯密度 事髭所罕，年少比率，老『
r．
比率，男性比

率　
一

人 世率 、出嫐 ，延黻 　建 騨 、道跖

吊 空地電 高蘇 蝋 転λ率 共庄黒 持

攤 騒 問借り率
瀕火 琳

　　　　　　　　 L跚 世 帯＋事業所あた り

a）失火率

　こ こで は，昼夜間の 平均人 口で 算出 した失火率とt 世帯数＋

事業所数で算出 した失火率，二 つ をそれぞれ被 説明変数 とし，
地域の 各指標 との 関係性に つ い て 重回帰分析に よ り探っ た．
ア）昼夜間人ロ 平均 1，000人あた り

　分析結果か ら，失火率に影響する地域の指標は，　 「延焼危険

度」，　 「持ち家世帯率」，　 「平均階数」 の 3 変数で あっ た （表

6 〜表 8）．表 6 の決定係数を見る と重回帰モ デル の説明力は

それ ほ ど高 くは ない もの の ，表 7 の F 値の 有意確率は O．・05 よ

り小 さい の で，それぞれの 指標は失火率の変動を説 明 して い る

と解釈で きる．ま た，表 8 の 標準 化係数を 見る と，それぞれの

指標は失火率に対 して，　 「延 焼危険 度」 が高くなる と失火率が

高 くな り， 「持 ち家世帯率」， 「平均階数1 が高 くなる と失火

率が低 く なる傾 向に ある こ とを示 して い る．t統計量か ら各変

数 の 失火率 に対す る相 対的重要度 を確認 す ると， 「延焼危 険

度」 が最 も失火率に影響 して い る こ とが分か る，

表 6 　モ デル 集計表

　一，
モ丁 ル RR2 乗

　　　み
R2

　　 旦の面
　
’
差

1 027oo7OD6099

2 延 　 危 険 ．　 ち 家 032010009098
3 危 　　 　 　 　　 　 　． o呂7014012096

表 7　 分散分析表

　＿，
モ丁 ル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

回
i9

β 6100986997aoO
1 残差 1305613200099

全 体 140．42133 ．OO
卩　
日

14』 320071774500Q

2 126．08131 ．OO0 ．96
全 1404213300

囗　i1960300653703000
3 1208213000093

全 14α 4213300

表 8　 回帰係数

モデ1レ
非標 準 化係 数 標準化係数 t 有意確率
B ’　目差 ・

ヘ ータ
〔 153024 5480001
延焼 危険 0．16o ．050 ．273 ．16ono

数》 205034 607000

2 017005028336ooo一13706 ξ
FO　18F2 ヨ6oo3

459111 41200Q
Ol9oo503137900D

3
ち家 串 一1．75o ．55 一〇23 一2．700 ．01

一115048 一
〇20 一238002

イ）1，000世帯＋事業所あた リ

　1，000 世帯 ＋ 事業所あた りの 結果は，　 「事業所率」，　 「平均

階数」，　 「持ち家世帯率」 が失火率に影響する指標 で あ る こ と

が 示 され た （表 9 ’y 表 11）．表 9 の 決定係数を見 る と，前ア）

と比 べ てモ デル の説 明力 は高くなっ て い る．ま た，表 10 の F

値の 有意確率 は O．　OO とな っ て お り，それぞれの 指標 は失火率

の 変動を よ く説 明 して い る と解釈で き る．

　各変数が失火率に どの ように影響して い るか，表 llか ら確

認す る と， 「事業所率」 が 高 くな る と失火 率は 高くな り，　 「平

均階数」 ，　 「間借 り世帯率」 が高 くなる と逆に失火率は低 くな

る傾向に ある こ とが 分か っ た、ま た，これ ら 3変数の 相対的重

要度は t値か ら 「事業所率」 が失火率に大きな影響を有 して い

る とい え る．

　　　　　　　　　表 9 　モ デル 集計表

モデル RR2 乗
　　　 み

R2
慢の

1 業　率 o．47022o ．2璽 2．38
2 0．530 ．29o ．282 ．28
3 し 0．57O ．320 ．312 ．23

表 10 分散分析表

　一，
モ丁 ル 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

囗　 i209171002091
フ 3687ODO

1 7487913200567
全体 957．96133 ．00
囗　辭 27417200137082626ooo

2 差 68379131ao522

全 95ア．96133 ．00
囗　　i310323 ゆ0103 ．4420 ．760 ．00

3 差 6476513000498

全 95フ、96133 ．00

表 11 回帰係数

モデル
非標 準化係 数 標準化係数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 t 有意確 串
B

．口
へ
’

〔　 ｝ 249037 674000
耄

　　　　　業所 率 20β53 ．40o ．4フ　　　　 607OOO
11β8255 447000

2　　 　　 所 1754338D40 　　　　 519OOO
均　 数

一40† 114 一G27　　　
−353OOO

〔 数） 1287Z55 505ooo
　　　　　　戸
3

18．113 ．310 ．41　　　　 5．4ア 0．00
平均階 一4．281 ｝2 一〇 29　 　 　 −384000
日　　し 一534119 ．B3 一

α20　　　　
−2．690 ．01

b）放 火率

　次に放火率を昼夜間の平均人 口 で算出した場合と，世帯数＋

事業所数で算 出 した場 合，2 パ ターン をそれ ぞれ被説 明変数 と．
し，地域の 各指標との 関係卜生にっ い て 前項に倣い 重 回帰分析を

行 っ た．

の 昼夜間人口平均 1，0DD人あた り

　昼夜間人 口平均か ら算 出 した放 火率 を被説明変数 に設定 し，
重 回帰分析を行っ た 結果が表 12か ら表 14で あ る．表 12か ら，
放火 に関係の ある指標 として 「持 ち家世帯率」 と 「平均階数1
が示 され た．決 定係数を 見 る とモ デル の 説 明 力 は低い が，表

13 の F 値の 有意確率hS
’
　Q．　OO で あるこ とを解釈す ると，こ れ ら

説 明変数は 放火率の 変動 をよ く説明 して い る と解釈する こ とが

で きる と思わ れる．表 14 の標準化係数を見る と， 「持 ち家世

帯率」 が高い と放火率は下が り，　 「平均階数」 が高い と放 火率

が高くなる傾向に ある こ とが分かる．また，t 統訓量 か ら 「持

ち家 世帯率」 が相対的に放 火率 に対す る影 響度が高い こ とが示

され た．なお， 「車均階数」 は失火率 と放 火率 とで は，関係性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ■
が正 負逆にな っ てお り，火 災の 原因に よっ て 及 ぼす作用が異 な

る こ とが分か っ た．

表 12 モ デル集 計表

モデル RR2 乗

一，　　 み

　R2 乗

　　　 の
一準 誓囗差

1　 　 ち　率 0．280 ．080 ρ71 ．16
2 034011010115

表 13 分散分析表

　一，
モ丁 ル 平方 和 自由度 平均 平方 F 値 有意 確率

囗　鹽 15．661 ．OO15 ．6611 ．55O ．00
1 残 差 1790213200136

全 1946813300
囗　　
i22 ．152 ．0011 ．078 、410 ．00

2 1725413100132

全 体 1946813300
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表 14 回帰係数

モデル
非標準化係数 標準化 係数 t 有意確率
B ・

差 ペ
ー

〔　　 〕 215oa3 656000
1 一256075 一

〇 28 一
ユ 40ooo

）
一
〇 70133 一

α53060
2 　　　 ち Z18076 一

〇 24 一z85OD1
126057019Z22OO3

イ）1，  世帯＋事業所 あた り放火率

　次に世帯数 と事業所数か ら算出 した放火率を被説明変数に用

い て 同様の 分析を行 っ た．結果は表 15か ら表 17に示 した とお

り，　 「事業所率」，　 「延焼危険度」 ，　 「持ち家 世帯率」 の 3 変

数を用い たモ デル が抽出された．表 15を見る と，こ こで もモ

デル の 説 明力は前7）と比べ て高 くな っ て い る．また，表 16 の

F 値有意確率か らも，これ ら3変数は放火率の 変動 をよ く説明

して い ると解釈 で きる．表 17 の 標準化係数か ら3変数を個別

に 見る と，　 「事業所率」 が高くなる と放火率が 高くなり，　 「延

焼危険 度」， 「持 ち家世帯率」 が高 くなる と放火率が低 くな る

傾向に ある．この 3変数の うち，相対的に放火率に対 して 影響

度 が 高い 指標は ，
t統計量か ら 「事業所率」で ある とい える．

なお， 「延焼危険度」 は 失火率と放火率そ れぞれ に影響する変

数 で あるこ とが示 された が，その 作用が 異 なるこ とが分か っ た．

の とお りま とめた．

表18 火災に係わる各指標の 考察

表 15　モ デル集計表

　＿，
モ 丁 ル RR2 乗

’
　　 み
　R2 粟

旦の

∋°
差

1 04301801824D
2 業所 率 延　 危 049024023232
3 業　 率　 　 危　　 ち 053028027226

表 16 分散分析表
　一，
モ丁 ル 平 方和 自由度 平均平方 F 値 有意確 率

・帰 169．041 ．OQ169 ρ 429 ．29o ．oo
1 差 7618113200577

全体 930．85L33 ．00
口　」 22531200112652D92000

2 70554131005 コ 9

930．85133 ．OD全

回」 2648030D88271723000
3 残差 666041300D5 盲2

930851330D

表17 回帰係数

モ デル

．
非標準 化係数 標準化係数 t 有 意確串

B ヘー
051037 1360181

　 　 　 事 業所 串 1856a ．430435 ．410 ．00
223064 347DOO

2　　　　　
一

17β 533204 ‘ 538OQO
一〇 38 α 12 一325 一323OOO

） 406 α91 446OGO
匣 15 刀 3320354 フ50003

　　　延 焼危険 一
〇35 α11 一

〇23 一3120 ．GO一419151 一
〇 21 一Z78OD1

  考察

a）放火以外が原因の火災につ いて

　失火率 を用い た場 合には，　 「延 焼危 険度」，　 「事業所率」 が

高くなる と失火率が高くな り，　 「持 ち家世 帯率」，　 「平均 階

数 」 ， 「間借 り世 帯率」 が高 くなる と失火率が低 くなる こ とが

示 された．中で も， 「延焼危険度」 と 「事業所率」 は相対的に

失火率に対する影響度が高い ．
b）放火が原因の 火災につ い て

　放火に 関して は， 「平均階数亅 と 「事業所率」 が高くなる と

放火 率が 高くな り，　 「持 ち家世帯率」，　 「延焼危険度」 が高 く

な ると放 火率 が低 くなる結果 とな っ た．中で も，　 「事業 所率」

と 「持 ち家世帯率」 は 放火率に 対す る影響度が 高い，
c）火災に係わ る各指標に関す る考察

　本分析で 得 られ た 結果 か ら，各指標に つ い て の 考察を表 18

5 ．火災発生に係わる地域特性

本章では，前章で使 用 した指標の 中か ら重要 と思われ る指標

を用い て 主成分分析を行 い，因 子 生態学 的なア プ ロ
ー

チ
mb
に よ

り板橋区の 町丁 目それ ぞれ が持っ 地域特性 を考察 し，地域特 性

と火災との 関係性に っ い て検討 した．

（1）主成分分析

　地域 の 特 性を探 るた め，各指標 を基 に主成分分 析 を行っ

た．分析に用い る変数は，まず地域 に係 わる指標 として 表

3 の 27変数 の 中か ら 19 変数を 選択
 

した．ま た，火 災にっ

い て も地域の 特 性で あ る と考 え，失火率，放火 率 も主成分

分析 に組み入れ た （表 19）．な お，主 成分分析 をす る に あ

た っ て，失火率 と放火 率 とで原 因別 で 2 回に分 けて分析 を

行 っ た．

表 19 主成分分析に 用い る指標 （略称）

主成分分析に用い る地 域の変数

鱒

平 均人密，世 帯 密度，事業所率，昼夜流動，平均年齢，年少比 率，老年比

率，男性比 率，一人世率，老人
一
人 建坪率｝劉也率，高層率、平均繖 ，

転入事 戸建て率 共 庄率 掎ち家率 営団社率

失火率 呼均人 口，世糀 ＋飆　火災に

関する指襟 放 火率 呼 均人 口，世 帯＋事黝

a）失火率を用 いた分析

　 こ こ で は，失火率 （火災の 原因が放火以外） を用い て分析 を

行っ た．
　まず，表 19 に示 した各変数 が分析に 有効か ど うかを計 るた

め，  及び Bartlettの検定を行っ た．表 20 に検定結果を示

したが，  の 値は o．　596 で あ り，o．5以上 あるこ とか ら分析 に

用い る 変数が役立た ない とは い え ない と思われ る．また，
脳 rtlett の 球面 性検 定にっ い て は，有意確率が α   となっ て

お り，変数間に有意な関係がある とい っ て よい．
　次 に，相 関行列に よ る主成分分析を行 い ，主成分の 抽出を行

っ た結果，表 21 の とお り第6 主成分 まで 抽出 された，固有値

は第 6 主 成分ま で 1 を 超 えて お り，累積寄与率は約 84％と な

っ て い る．そ して，表 22 は六っ の 主成分 に対す る各変数の 因
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子負荷量で あ り，因子分析回転法 （プ ロ マ
ッ クス 法）に よ り求

め た．なお，O．4未満 の 係 数は表示 しない こ とと した．
　こ こで，表 22 か ら各主成分が表す意味 を解釈す ると，第 1

主成分 につ い て は，社会 活動 に伴 う日中にお け る人 口 の 流動性

が想像され る．第 2 主成分につ い ては，地 域における年齢構成

が大 きく影響する主成分で ある と捉える こ とが で き る．第 3主

成分 につ い て は，ひ と ・モ ノ の 密集性 に 関する もの であ る と解

釈する こ とがで きる．第4主成分につ い て は，居住建物の 形態

に関す るもの で あると解 釈す るこ とがで きる．第5 主成分 につ

い て は，日常にお ける失火危険と解釈するこ とが 妥当で あ ると

思われ る．第 6 主成分にっ い て は，住 宅の 所有形態を表す もの

で ある と解釈する こ とが で きる．

表 20 剛0及 び ［lartlettの 検定 （失火率）

Kai5創一Me　 erOlkin の標 本 妥 当性 の測 度 0596
近 似解 2乗 3587．312

Baけ」etヒの球面性検定 自由度 210

有 意確 率 aoOO

表21 固有値 ・寄与率 ・累積寄与率等 （失火率）

初期の固 有債 抽 出後の 負荷量 平方和

回転後 の

貫荷量平

　方和

成分 含 計　分散 の　 累積 跖 合計 　分散 の 　 累積 跖 合計

15 ．16924 ．61524 ．6155 ．16924 ．61524 ．615 亀 200

24 ．56521 ．73946 ．3544 ．56521 ．73946 ．354 軋 237

33 」）47 ↑4．50950 ．8523 ．0471450B608624194
42120100977096021201009770goo342 ア

51 ．6157 ．68978 ．5491 、6157 ．68978 ．6492 ．311
61 、櫓 25 ．6308 峨2ア91 ．1a25 ．630842791 ．805
7 砿フ433 ．53887 ．318
80 β182 ．94290 ．759
904232 ．01492 ．η 3

10D879180594579

110275130895 β86
10 ．204o ．9了395 β 59

130 ．160 駄76197 ．620
10 ．1440 ．68698 ．305
10115054793853
160 ．0900 ．42999 ．281
170 ．0560 ．26699 ．547
laOD44021099757
190 ．D350 ．16599 ．922
200 』 150 、07399 ．9§5

21OOO1O ．OO5100 ．000

表 22 主 成分行列 （失火率）

第 1主成 分 第 2主成分 第 3主成分 第 4主 成分 第 5主成分 劉 6主成

事業所車 0923

昼夜流動 0」｝15
男性比率 0753
一

人世率 o．722
年 　 比 串 一〇．517 一〇石 82

建坪 率 0．5アB 0．417
平均年齢 0β 54
老年比率 O呂 70

転入串 【o．852
老人
一

人 0．708
世帯密度 o．922
平均人密 0β呂6

空地率 一〇β53

平均階数 0 且19

高層率 0．957
戸建 て 串

一
〇．846

共住串 OJ58

失火 1人 α 982

失火 （世 α8ア3

持ち 家率 ogo

宮団社率 0．491 0．420 一〇．528

b）放火率を用 いた分析

　次に放火率を用い た分析を，前項 と同様に行っ たが，ここ で

行 う分析は，失火率 と放 火率 を入 れ替 えただけで，他の 変数 に

つ い ては 前項 と同 じで ある．した が っ て ，表 23か ら表 25 に示

し た とお り，失火率 を用 い た場合 （表 20 か ら表 22）とほ ぼ同

じ結果 となっ た．

　す なわち，放火率を用い た分析に つ い て も，それぞれ の成分

の 解釈 は失火率の 場合 と同 じで良い と思われ る．ただ し，第 5

主成分に つ い て は放 火率 を用い て の 分析で ある こ とか ら，日常

にお ける放 火危険 と解釈す る必要が ある．また，第 6 主成分に

つ い て は 前項 と同 じ く住宅の所有形態 を表す もの で ある と解釈

す るこ とができるが，主成分に対 する変数の 相関が，表 22 と

表 25 とで は正 負が 逆に な っ て い る こ とか ら，以 後 の 評価に 注

意 を要 さなければな らない ．

表 23   及び脱rtIettの検定 （放火率）

Kaise尸Me 　 erOlkin の 標本妥当性の 測度 α598

近似カイ2乗 3813．949
Ba民lettの球面 性検定 自由度 210

有意確率 0．000

表 24 固有値 t寄与率 ・累積寄与率等 （放 火率 ）

初期の固有値 抽出 後の負荷量 平方和
回転後の

負荷量平

　方和

成分 合計　分散の 、 累租 覧 合計　分散の 　 累積 垢 合計

1511924375243 ア55 ．11924 ．37524 ．3754 ．092
243582 αア5145126435 呂 20．75145 ．1264 ．215
33 ．4271 臥 3望8614443 、42716 ．31861 ．4444 ．173

2、123 」0、10871 、5522 、12310 ．10871 ．5523 ．534
1．01 ＆ 7．7D779 ．2591 ．61呂 7．70779 ．2592 ．433

61 ，07 亅 5．10084 ．3591 ．0715 ．10084 ．3592 ．†03
α丁34349487 、853
α6152 ．92790 ．780
0449213592915

1 α3881 β 4704 ．762
11 α252120295 ．964
1 α2］61 ρ2996 ，993
130165o フ8697 刀 9
14q153072798 、506
15 α 1Q5 師 oo99 、006
160 ρ87041699 鴻21
170 ρ55026299 ．a83
180044021099 潟 93

190916oo 刀 99．970
200 』050 ．02599 ．995
210 ．0010 ．005100 加 0

表25　主成分行列 （放火率）

纂 1主 成分 筆 2主成 分 第 3主成 分 箪 4主成 分 第 5主成分 第 6主 成分

事業所 率 o．918
昼夜流動 0858

建 坪 串 o．709
一人世率 0．699
男性比 率 0652
年’比 箪 一Q652 一D56 呂

平均年 齢 O．95 巳

老年比 串 o．872
転入 率

一
〇、862

老入一人 O．7D4
世帯密度 0．910
平 均 人 密 ogo6

空地 串
一〇．871

平均 階数 0．630
高層 串 o．999
戸建 て串

一〇．853
共住 率 0．75日
放 火（人 o．998
放 火〔世 0926

持ち家率
一
〇．973

営 団 社率 o，479 o．437 D．482

  板橋区の地域特性

　主成分分析に よ り得られ た 前節の結果 を踏まえ，各主成分 を

地域 の 特 性と捉 えるこ ととし，第 1主成分につ い ては 「日中活

動 陶 と呼び，以 下，第2 主成分を 「老年性」 ，第 3 主成分 を

「密集度」，第4主成分 を 「集合住宅度」，第5主成分を 「失

火危 険性 （放火危険 陶 」，第 6 主成分を 「住宅保有度」 と表

現す るこ ととした．これ らは，社会活動，社会構成，空間，生

活様 式，危険 性，社会経済に 関す る要素を表 して い る と思われ，
板橋区は 21 変数を用い た揚合，こ れ ら六 つ の 特性で 解釈す る

こ とがで きる 俵 26，図9）．
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表 26 板橋区 の地域特性

蠍 名称 儁

1 卩
「囀 牲 人口の 覿 性に係わるもの （社会 舌動的要素）

2 齔 年齢鞠成に係わるもの 肚 会構成的要素）

3 臟 ひ と
・
モ ノの密榮駐に係わるもの 畔 樵

4 集合住亮 度 居住建物 7形櫨 こ孫わ るもの 性 活様式的要素｝

失 火危険 性

5
放火危険性

冂常にお ける失火，または放火 の 樹爽生に係わ るもの 0固愛

要素）

6 住宅保有度 住宅の所有形態に係わるもの （社会経緕的要素）

冂中括 動性 齬 1主成 分） 老年性 齬 2主成分）

密集度 〔第3主成分） 集合住宅度 櫛 4主成分）

凡例

國
灘

雛
■

高

低
　 　 　 ．s

僅召賄 度 衡 6主成翁

　　　　　図 9　板橋区の 地域特性

  火災との 関係性の検討

　板橋区の 地域特性は前述の とお りJ　 「日中活動性」，　 「老年

性」，　 「密集性」 ，　 「集合住宅度」 ，　 「住宅保有度」 で表す こ

とがで きた．これ らの地 或特性が，第5主成分で ある 「失火危

険性」 と 「放火危険 陛」 に対 して，どの よ うな関係性 を有 して

い る のか を検詞する．
a） 「失火危険性」 に係わる地域特性

ア）主成分間の相 関係数

　主成分間の 相関係数を表 27 の とお り算出 した ．表 か ら，
「失 火危険 幽 に対 して，　 「日中活動性」

・「老年性」
・「密

集度 」
・「住宅保有度」 が 正 の相関，　 「集合住宅度」 は 負の 相

関 とな っ て い るの が読み取れ る．

　その 中で，　 「日中活動性」 は，係数は高くない もの の 「失火

危険 陶 と有意な相関関係にある．っ ま り，昼間に密 ・夜間に

疎となる よ うな人 口流動の 特性を持っ 地域は 失火危険が 高い傾

向にあるこ とが示 された．

　 「失火危険性」 以外で地域特性問の相関を 見 る と，　 「日中活

動性」 と 「集合住宅度」 との 間に有意 の 負の 相関が あ るこ とが

示 されて い る．また， 「老年性」 と 「密集度」 との 間， 喋合

住宅 度」 と 「住宅 保有度」 との 間は 有意な正 の 相関関係 に ある．

表 27 主成分間の相関係数 （失火危険性）

「
第 1… 戒 分 ， 傷 2主 隴 分 P く第 a主虞 分 〕

日中酒黔 性 　　　 老 俸 性　　　　密 集 度 　　　 鍛 合 住 宅 度 　　　　　　　　　 住 宅 保 肩 度

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 【第 4王 霞 分 ｝ c第 荘 成 分 〕

目中活勤性

〔第 1王 成 分 ｝ 1加 o 滑 朋 2o ρo 喝 221 004

　老 年 性

〔第 2寓 成 分 ， → 』 321 脚 口 03810033 4 
　 密 隻 匿

〔第 a主 成 分 〕 o加 2

　 躰

038 正 10 自 0081
＿慝
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 DO1

集 台 庄 宅 度

〔第 4s 成 分 ｝ 弔22 「 oρ811 ．伽　　　　　　　　　　　　　つ27

〔第 6主 成 分 ｝

o册3

℃』07
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，慝，旧胛
住 宅 保 有展　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　

黼
韈　　　　　　　　　自041 　　　　　　　　　　　0瓣13 　　　−0273

灘
　 　 　 榊

10

榊1、　 　 　で寧sx 水準で 有意 〔両側 ｝

イ）火災に間接的な影響 を及ぼす地域特性

　こ こで はパ ス 図を 用い て 間接効果につ い て も考察 した．

　表 27 に示 した とお り， 「失火危険 陛」 に対 して有意な相関

関係に あ る地域特性は 「囘中活動性」 だ けで あっ た．そ こで

「日 中活動性」 に対 して有意 な相 関関係にある地 或特性に着 目

する と 「集合住宅度」 が挙 げられる． 「集合住宅度」 は 「日中

活動 1生」 に対 し有意な負の 相関関係 に あ り， 「集合住宅度」が

高ま る と 「日中活動性」 は低下する傾向にある．なお， 「集合

住宅度」 は 「失火危険 陶 に対 して 負 の 相関関係にあるが有意

で は ない．
　 こ こ で 「集合住宅度」，　 「日中活動 性」，　 「失火危険 性j の

三つ の特性の 関係につ い て パ ス 図 （図 10）を用い て考察する．
「集合住宅度」 は 「日中活動 陶 に対 し有意な負 の 相関関係 に

あ り，　 「日中活動 性」 は 「失火危険性」 に対し有意な正の相関

関係 にある，すなわち，　 「集合住宅度」 が高ま る と 「日中活動

性 」 が低くな り， 「日中活 動 性」 が低 くなる こ とで 「失火危険

性」 が低 くなるこ とにな る．っ ま り，　 「集合住宅度」 は 「失火

危険陶 に 対 し直接的に は影響力は ほ とん どない もの の， 「日

中活動性」 を介して 「失火危険性」 に対 する間接的な影響 を有

して い る とい える．

集 合 住宅 度

↓
　

　

2

　

　

0

　

　

一

一
〇．16

日中活 動性

失 火危 険性

・．・・ 1
… ’”

凡 例
’”昌… ”

i

i二 有

灘
図 10 失火危険性に係わ る地 域特性の パ ス 図

b） 「放火危険由 に係わる地 域特性

ア）主成分間の 相関係 数

　次に 放火危険と圭廻或特性との 関係性につ い て検討 した．主成

分間の 相関係数 は表 28 の とお りで あ る．表か ら，　 「放 火危険

性」 に対して，　 「日中活動性」
・「集合住宅度」 が正 の 相関，

「老年性」
・「密集度 」

・「住宅保有度」 は負 の 相関 とな っ て

い るの が読み取れ る．
　 「放 火危険性」 にっ い て は 「住宅保有度 亅 が も っ とも相

関係数が高く1 ％水準で 有意で あ る．次に 「老 年性」，
「密集 度」 の 相 関が 高 く，　 「放火危険性 」 に対 し 5 ％水準

で 相関が有意で ある．これ らの 三っ の 地域特性 は い ずれ も

前述 の 「失火 危険性 」 に対す る よ りも相 関が 高 くな っ て お

り，またそ れ ぞ れ 「放火危険性」 に対 して 負の 相関関係 に

あ り，　 「失火危 険性 」 に対す る場合 とは逆の 作用 を持つ こ

とが示 され て い る．　 「失火危険性 」 との 関係で は 有意 の 相
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関 関係 にあ っ た 「日中活動性 」 は ，　 「放火危険性」 とはほ

とん ど相関が ない ．一方，　 「日中活 動性」 に 次い で相 関係

数 の 高か っ た 「集合 住宅度 」 も 「放 火危険性」 とはほ とん

ど相関が ない，

　なお，　「放火危険 陸」 以外の 地域特 卜生間における関係性 は，
前項 と同様に，　 「日中活動性」 は 「集合住宅度」 と負の 相 関関

係に あ り，　 「老年性 」 は 「密集度」 と正 の相 関関係，　 「集合住

宅度」 は 「住宅保有度」 と負の 相関関係 にある．

表 28 主成分間の相関係数e （放火危険性）

紡lf 氷準 で 省憲 〔両蹟ID

＊ 5s 水準で有意 〔両置ID

わ 放火に間接的な影 響を及ぼす地域特性

　こ こで は パ ス 図 を用い て 「放火危険性」 に 対 して 間接的な影

響 を及ぼす地域特性 にっ い て も考察 した、

　五 っ の 地域特性の うち 「住宅保有度」が 「放火危険性」 対す

る影響度が も っ とも大 きく，　 「住宅保有度」 が高い 地域は 「放

火危険性」 が下が る傾向に ある．そ の 「住宅保有度j に有意な

相 関関係に あるの が 「集 合住宅度」 で あ り，両者 の 関係 にっ い

て は，　 「集合住宅度j が高まる と 「住宅保有度亅が低くなる．
な お，　 「集合住宅 度」 は 「放火危険性 」 に対 して 正 の 相 関関係

にあるが係数 も低 く有意な関係にはない，・

　こ こ で 「集合住宅 度」，　 「住宅保有度」，　 「放 火危険性」 の

三つ の特 性の 関係 につ い てパ ス 図 （図 11）を用 い て 考察 した．
「集合 住宅 度」 が 高ま る と 「住宅保有度」が 下が り，　 「住宅保

有度」が下 がるた め 「放火危険性」 が 高ま る とい う結果 を もた

らす．したが っ て 「集合住 宅度」 は直接 的に 「放 火危険 性」 に

対する影響はほ とん どない もの の ，　 「住宅保有度」 を介す こ と

で 「放火危険陶 に対 し間接的に影響を大きく持っ て い る とい

え る．

図 11 放火危険性に係 わる地 域特性の パ ス 図

  火災発生に係わる地域特性

　 「失火危険性」 に係わ る地 域特性 としては 「日中活轂性 」 が

示 された．　 「H中活動陶 が高い 地 或で は 「失火危険性」 が 高

くなる傾向にある こ とが分か っ た．また，「集合住宅度」 は間

接的に 「失火危険陶 に対 して影響を有して い る こ とが示 され

た．

　 嗷 火危険性」に 係わ る地域特陵っ い て は， 「住宅保有度」，
「老年 性j ，　 「密集度」 が 示 された．こ れ ら三 つ の 特 性はい ず

れ も，その度合い が高い ほど 「放火危険性」 が低 くなる傾向に

あ る こ とが分 かっ た．ま た， 「集合住宅 度」 は 「放 火危匡舳

に対 して も間接的な影響を有 して い るこ とが分か っ た．
’

以 下，本分析で 得 られ た結果 か ら，各地域特性にっ い て表

29の とお り個別 の 考察をま とめた．

表29 火災発生に係わる地域特性に つ い て

6 ．本研究の 成果と活用方策等に つ い て

本研究は，火災の 発生状況が地 域に よっ て 異なる こ とに着 目

し， その 地域差は地域特 匪によるもの と考 え， 火 災の 発生に係

わ る 地 域特性を探るた め数量 的に分析を 進 めて き た．結果を踏

まえ，本研究の 蜘 活用方策な ど，以下 におい て論 じた．

  本研究の 成果 につ い て

　本研究の
一

番の 成果 は，火災発生 に係わ る地域特 性の 定量評

価を町 丁 目単位で行っ たこ とで ある． 「ま ち」 ごとで 火災の 発

生 頻度に地域差が 生 じる原因に っ い て は，こ れま で経験則的な

諸説が伝 えられて きたが，実態に即 して い るか どうか は 判断が

っ か ない もの で あっ た．本研究の ように，町丁 目とい うミクロ

な単位で火 災発生に係 わる地域特性 を数量的 に評価で きた こ と

は，非常に意義深い こ とであ っ た．

  研究結果の活用方策につ い て

a）地域の 防火 ・．防災体制 の 向上 の ための基 礎資料

　本研究は，町丁 目単位とい うコ ミ ュ ニ テ ィ レベ ル で火災の 発

生 に係 わる地域の 特性を示す こ とが で きた．こ れ によ り， 自己

の 生活する地域の 特性を よく理 解し，具体的にそ の 特性は どの

よ うな危険性が あるの か を事前 に認識 する こ とが で き，そ れ を

踏まえた具体的な対策 を構築で き る もの と思われ る．
b）消 防活動対策資料

　地 域の 特 性を正確に 把握 し，そ れ に基 づ い た行動 をとる こ と

は効 率性の 観点か らも重要である．例を挙げるなら，本研 究結

果 に 基づ き，失火危険性，または放火危 険性の 高い 地域を重点

に消防車等が 巡 ら警戒を行 うこ とも
一

っ の 活用方策で ある と思

われ る．こ の よ うな考 えか らも，本研究結果 は消防活動対策 資
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料 と して の 役割 も果たす こ とが できるもの と思われ る．
c）消防力配 備の基 礎資料

　平成 12 年に改正 され た消防力配備の 基準
Le
は．市町村 が適

正 な規模の 消防力を整備す るに あた っ て の 指針となっ た が，今

後 の消防行政 の効率 性を考 える と，よ り地域の特性に応 じた消

防署所 ・資機材等の 配置 を行 うこ との 必要 陸が益々 高まる もの

と思われ，そ うした意味か らも火災の 発生 しや すい 地 域が明確

な指標の 下に示 されてい るこ とは，大変重要なこ とである と思

われ る．た とえば，長期的視 点で地 域の 火災危険度 を代 表す る

幾っ か の 指標 の推移 をチ ェ ッ ク し，値の 変化が大きい 町丁 目で

放 火や失火の 増加傾向が確認 で きれ ば，指標値 の 推移 に基づ く

消防資機材の再 配置等に役 立て るこ とも可能と思われ る．
の 地域防火を担 う存在の再認識

　
一
般に高齢者は災害時に弱い 存在と考えられ て お り，近年の

火 災に よる死 者の 比率は，高齢者が半数以上を占めて い る こ と

か らも窺い 知るこ とが で きる．しか しなが ら，火災 を発生させ

る
・させ ない とい う観点か ら見る と，分析の 結果，老年性が高

い 地域ほ ど放 火され にくい 傾向にあるこ とが 分か っ た．高齢者

個々 人 を考える時，災害時に弱い 存在 と捉 えるだけで はな く，
高齢者は地域防火 に主 導的 な立 場を担 うこ とが で きる存在で あ

る こ とを踏まえ，地域に おける防火 ・防災に関する活躍の 場を

今ま で以上 に提供す る こ とが重要で あ る．

  今後の課題につ い て

a）板橋 区以 外の 区市町村での 検討

　本研 究で得られた結果は 板橋区以外の 区市町村にお い て も普

遍的なもの で ある か どうかは現時点にお い て 定か で は ない ．そ

の ため，他の 区市町村におい て も町丁 目別 に同様の 分析 を行い ，
そ の結果 を考察する こ とが，本研究の次 の ス テ ッ プで ある と思

わ れ る．
b）データ収集

　本研 究は町丁 目単位 とい うミク ロ な分 析で あっ た の で ，入手

困難なデータが幾つ か存在 した．た とえば，灯油消費量な どは

火災の 発生に直接関わ りそ うな指標で ある と思われた が，こ ち

らの データにつ い て は町丁 国単位で の 収集 は不可能で あ っ た．

今後 こ う した デー
タ を入 手 で きた 時，同様 の 分析を 行い 新た

な結果を考察す るこ とは非常 に価値 の あるこ とと思われ る．

おわ りに

本研究は，筆頭著者
」
が平成 15 年 4 月か ら平成 17 年 3 月ま

で の 2年間，東京都立大学大学院都市科学研究科 ・中林研究室

在籍中に行っ たもの で あ り，
こ の 研究結果は、筆頭著者が 現在

属してい る組織の見解を表 わすもの で は あ りませ ん．

補注

  東京におけ る火 災の 発生状況

稲城市，東久留米市，島嶼地域は東京消防庁管外にっ き除外した．
  区市町村別 出火率

　西東京市の 合併 （平成 13 年 1月〉以前の 出火率にっ い て は，保谷

市・田 無市の火 災件数を足 し合わせ た数値か ら求め た もの で ある ．
  出火率

　出火率は 本文 で挙げた他に ，　 「面積あた り出火率」 や 「建 物棟数

あた り出火率」 な ど，様々 な指標を用い て算 出 した が，紙 面の 都合

上割愛した．
  地域危険度

　地域危険度は他に建物倒壊危険度，避難危険度が あるが ，平時の 火

災の発 生には関係の ない 指標 と考 え．これ ら二っ の危 険度 は 外す こ と

と した．

  地域危険度の 順位

　地 域危険度は 5．OB 町丁 目に各危険度の 順位を付けて お り，上 位で あ

るほ ど危険度が高く，逆に 下位で あるほ ど危険度が低い．
  出火 危険度

　地震時の 出火危険腔を評価 したもの で，東京消防庁が概ね 5年に 1

回行 っ て い る．東京都が行 う地域危険度の 「火災危 険度亅 の 基 礎とな

るもの ．
  延焼危険度

地震 時の 延焼 危険性 を評価 したもの で ，東京 消防庁が概ね 5年 に 1

回行 っ て い る．東京都 が行 う地域危険度の 「火災危険度」 の 基礎と な

るもの．
（8）27変数の 中か ら 19変数を選択

　 「昼夜問平均人 口密度） を採用 した ため ，　 「夜間人 口密度」 と 「昼

間人 口密度亅 につ い て は除 外 した．また，主成分分 析 を適用す るこ と

で 各指標 は 合成変数に な る が ，　 「火災危険度」 ，　 「総合危険度」 ，
「出火危険度1 ，　 「延焼危 険度」 はす で に 合成 変数 で あ るこ とか ら，

主成分分析で は扱わ ない こ ととした ．なお，「道路豹 と 癇 借 り世

帯率」につ い て は，分析の過程上，影響力がほ とん ど見られな か っ た

ため，除外す るこ ととした．
  主成分間の 相関係数

　 「住宅保有度1 は表 訟 表 25 に示 され たとお り主成分に相関す る変

数の 正 負が逆にな っ てい るこ とから，表 as を算出す るにあた っ て 一1 を

乗じ，表27の 「住宅保有度」 と同 じ評価がで きる よう調整 した．
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